
居宅介護住宅改修費及び介護予防住宅改修費の支給について 

（平成 12 年３月８日老発第 42 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

 

１ （略） 

２ 住宅改修費の支給申請 

(１) 事前申請 

被保険者は、住宅改修を行おうとする前に、以下の申請書又は書類の一部を市町村に

提出することとなるが、市町村は、「利用者保護」の観点から、これらの提出される書類

で当該住宅改修が保険給付として適当なものかどうかを確認し、被保険者に対して、そ

の確認結果を事前に教示することとする。 

その際、市町村は、被保険者の誤解を招くことのないよう、住宅改修完了後に行われ

る住宅改修費の支給決定とは異なるものであることを合わせて説明する必要がある。 

① 申請書（施行規則第 75 条第１項第１号及び第２号、第 94 条第１項第１号及び第

２号）第１号の「住宅改修の内容、箇所及び規模」は、改修を行う工事種別（種類告

示の第１号から第５号までの別）ごとに、便所、浴室、廊下等の箇所及び数量、長さ、

面積等の規模を記載することとするが、「当該申請に係る住宅改修の予定の状態が確

認できるもの」においてこれらの内容が明らかにされている場合には、工事種別のみ

を記載することとして差し支えない。 

また、第２号の「住宅改修に要する費用の見積もり」は、住宅改修費の支給対象と

なる費用の見積もりであって、その内訳がわかるよう、改修内容、材料費、施工費、

諸経費等を適切に区分したもので、別紙２の様式を標準とする。 

また、居宅介護サービス計画又は介護予防サービス計画（以下「居宅サービス計画

等」という。）を作成する介護支援専門員及び地域包括支援センターの担当職員（以

下「介護支援専門員等」という。）は、複数の住宅改修の事業者から見積もりを取るよ

う、利用者に対して説明することとする。 

なお、当該被保険者に対して居宅サービス計画等が作成されている場合は、居宅サ

ービス計画等の記載と重複する内容については、居宅サービス計画等の記載内容が確

認することができれば、申請書への記載を省略して差し支えない。 

 

※ 利用者に対して、複数の住宅改修の事業者から見積もりを取るよう介護支援専門員等

による『説明義務』が課されています。説明を聞いた上で利用者が自分の意志で見積も

りを一つしかとらない場合であっても住宅改修の申請は可能ですが、説明をしたこと

を必ず記録に残しておいてください。 


